
事業収支見積書(初年度)
	項　　目
	平成×０年１０月1日
～平成×１年３月３１日
	備　　考

	収
入
	信書便事業収入
貨物自動車運送事業収入
倉庫事業収入
その他収入
合　　計
	４，２４３千円
５８，７７３千円
２１，８４８千円

１３０千円
８４，９９４千円
	各項目の算出根拠は別紙のとおり


	支
出
	信書便事業支出
　人件費
　経費

　業務委託費

　減価償却費

　その他
　租税公課
貨物自動車運送事業支出
倉庫事業支出
支払利息
その他支出
法人税及び事業税　　　　　　　　　
　合　　計
	３，７６５千円　　　　　　　
１，６６０千円　　
１，５９９千円

０千円

３８５千円
０千円

１２１千円

４６，２６１千円
１３，３６６千円
６００千円

７００千円
８，２９７千円
７２，９８９千円
	

	差　引　利　益
	１２，００５千円　　
	


別紙

収支算出根拠（初年度）

　　　　　　収　入

信書便事業収入＝４，２４３千円
信書便事業収入は、各役務別利用見込通数×各役務別料金として算出した。

１　各役務別利用見込通数の算出

　　既存顧客２００社のうち５０社に対して利用見込通数についてヒアリングを実施。その結果は１３６通／月であった。

	利用見込通数
	社　　　数
	利用見込（１ヶ月）

	利用なし（0通）
	１０社
	０通

	月に1通程度
	３社
	３通

	月に2通程度
	４社
	８通

	月に3通程度
	１０社
	３０通

	月に4通程度
	２０社
	８０通

	月に5通程度
	３社
	１５通

	合　　　　計
	５０社
	１３６通


　利用見込通数１３６通／月から推計した既存顧客２００社の利用見込通数は次のとおり５４４通／月である。
　１社当たりの利用見込通数＝１３６通／月÷５０社＝２．７２通／月

　２００社の利用見込通数＝２．７２通／月×２００社＝５４４通／月
　当社の貨物運送実績４，８００個／月の配送状況を分析して推計した各役務の割合は、次表のとおり２号役務が７５％及び３号役務が２５％となった。
	区　　　分
	取扱個数
	割　　合

	２号役務に該当する取扱い
	３，６００個
	７５％

	３号役務に該当する取扱い
	１，２００個
	２５％

	計
	４，８００個
	１００％


２００社の利用見込通数５４４通／月に各役務の割合を乗じて役務別の利用見込通数を次のとおり算出した。
　　２号役務＝５４４通／月×７５％＝４０８通／月
　　３号役務＝５４４通／月×２５％＝１３６通／月
２　信書便事業収入月額の算出

役務別の利用見込通数に各役務の料金（２号役務７００円、３号役務平均単価２，５００円）を乗じて信書便事業収入月額を算出した。
２号役務料金収入＝４０８通／月×　　９００円／通＝３６７，２００円／月
３号役務料金収入＝１３６通／月×２，５００円／通＝３４０，０００円／月
　　信書便事業収入　＝　　　　　　　　　　　　　　　　７０７，２００円／月
　　初年度の信書便事業収入は６ヶ月を乗じて算出。
　　７０７，２００円／月×６ヶ月＝４，２４３，２００円
※参考

　巡回・定期集配サービスのように利用者との間で料金を定める場合の記載例

　

　信書便事業収入は、見込利用者の仕様に従い、３つのルートを毎日巡回することとしている。

　Ａルート　２０千円／日×２０日／月＝４００千円／月

　Ｂルート　１５千円／日×２０日／月＝３００千円／月

　Ｃルート　２５千円／日×２０日／月＝５００千円／月

　信書便事業収入＝　　　　　　　　１，２００千円／月　
貨物自動車運送事業収入＝５８，７７３千円
　平成△９年度と同額を見込み、その６ヶ月分を計上した。
　１１７，５４５，１２６円÷１２ヶ月×６ヶ月＝５８，７７２，５６３円
倉庫事業収入＝２１，８４８千円
　平成△９年度と同額を見込み、その６ヶ月分を計上した。

　４３．６９６，４７４円÷１２ヶ月×６ヶ月＝２１，８４８，２３７円
その他収入＝１３０千円
　平成△９年度の営業外収益（受取利息、受取配当金及び雑益）と同額２６０，０００円を見込み、その６ヶ月分を計上した。

　２６０，０００円÷１２ヶ月×６ヶ月＝１３０，０００円
　　　　　　信書便事業支出

信書便事業支出（人件費）＝１，６６０千円
人件費は、事務部門従業者と作業部門従業者の別に人件費月額を算出して、その６ヶ月分を計上した。

１　事務部門従業者に係る人件費月額
　　事務部門の従業者は全事業を兼務するため、事務部門従業者に係る人件費月額に全事業収入に対する信書便事業収入の比率５．０％を乗じて算出した。
 (信書便事業収入比率＝4,243,200円÷(4,243,200円+58,772,563円+21,848,237円)=5.0％)
事務部門従業者に係る１人当たりの人件費月額

	項　　　　目
	月額（１人当たり）
	従事者数

	役　員
	役員報酬
	３００，０００円
	２人

	
	法定福利費
	４０，０００円
	

	合　　計
	３４０，０００円
	

	従業員
	給与手当
	２００，０００円
	１人

	
	賞与（1/12ヶ月分）
	６７，０００円
	

	
	法定福利費
	３６，０００円
	

	
	福利厚生費
	５，３００円
	

	合　　計
	３０８，３００円
	


　　
１人当たりの人件費月額に従業者数を乗じて事務部門従事者に係る人件費月額を算出。

３４０，０００円／月×２人＋３０８，３００円／月×１人

　　　＝９８８，３００円／月
　　事務部門従事者に係る人件費月額に信書便事業収入比率５.０％を乗じて信書便事業に係る事務部門の人件費月額を算出。
　　９８８，３００円／月×５.０％＝４９，４１５円／月
　　
２　作業部門従業者に係る人件費月額
　　作業部門の従業者は、貨物自動車運送事業と信書便事業を兼務するため、作業部門従業者に係る人件費月額に信書便物取扱比率１６．９％を乗じて算出した。
　　  信書便物取扱比率(配送員１人当たりの信書便物の取扱比率)

　　　当社の１月当たりの貨物運送実績と信書便物利用見込通数の合計5,344通を当社の配送員５名で除して配送員１人当たりの取扱物数を1,069通と見込み、信書便事業兼務者は1,069通のうち信書便物を181通（544通÷３人）配達するものとして次のとおり算出した。
信書便物取扱比率＝181通／月（信書便物利用見込通数）
÷(181通/月（信書便物利用見込通数）+888個/月(貨物運送実績)=16.9％
作業部門従業者に係る１人当たりの人件費月額

	項　　　　目
	月額（１人当たり）
	従事者数

	役　員
	役員報酬
	３００，０００円
	１人



	
	法定福利費
	４０，０００円
	

	合　　計
	３４０，０００円
	

	従業員
	給与手当
	２２０，０００円
	３人



	
	賞与（1/12ヶ月分）
	７０，０００円
	

	
	法定福利費
	３９，０００円
	

	
	福利厚生費
	５，８００円
	

	合　　計
	３３４，８００円
	


　　１人当たりの人件費月額に従業者数を乗じて作業部門兼務従事者に係る人件費月額を算出。

３４０，０００円／月×１人＋３３４，８００円／月×３人

　　　＝１，３４４，４００円／月

　　作業部門兼務従事者に係る人件費月額に信書便物取扱比率１６.９％を乗じて信書便事業に係る作業部門の人件費月額を算出。
１，３４４，４００円／月×１６．９％＝２２７，２０４円／月

３　信書便事業に係る人件費の算出

　　前記１及び２で算出した信書便事業に係る人件費月額の合計額に６ヶ月を乗じて算出。

　　（４９，４１５円／月＋２２７，２０４円／月）×６ヶ月
　　　＝１，６５９，７１４円
信書便事業支出（経費）＝１，５９９千円
経費は、運送原価と販売費及び一般管理費の別に経費月額を算出して、その６ヶ月分を計上した。

１　運送原価月額
(1) 配送車両に係る経費

配送車両３台は、貨物運送事業と共用するため、共用車両に生ずる費用に信書便物取扱比率を乗じて算出。

配送車両に係る経費＝１６１，０６９円／月（算出根拠は次表のとおり。）

	科　目
	費用（1ヶ月分）

①
	台数

②
	割合

③
	①×②×③

	燃料費
	２８４，０００円
	３
	16.9%
	１４３，９８８円

	油脂費
	８，５２０円
	
	
	４，３２０円

	修繕費
	２０，０００円
	
	
	１０，１４０円

	車両リース料
	０円
	
	
	０円

	自賠責保険料
	９７０円
	
	
	４９２円

	任意保険料
	４，２００円
	
	
	２，１２９円

	地代家賃（駐車料金）
	０円
	
	
	０円

	合　　　　　　計
	１６１，０６９円


(2) その他の運送原価（人件費、減価償却費及び租税公課を除く。）
運送原価のうち信書便事業に関連する通信費、消耗備品費、地代家賃及び雑費について信書便物取扱比率を乗じて算出。

その他運送原価＝３５，４９０円／月（算出根拠は次表のとおり。）

	科　目
	費用（1ヶ月分）

①
	割合

②
	①×②

	通信費
	５０，０００円
	16.9%
	８，４５０円

	消耗備品費
	３０，０００円
	
	５，０７０円

	地代家賃（注）
	１００，０００円
	
	１６，９００円

	雑費
	３０，０００円
	
	５，０７０円

	合　　　　　　計
	
	３５，４９０円


運送原価月額
＝（１６１，０６９円／月＋３５，４９０円／月）＝１９６，５５９円／月
２　販売費及び一般管理費月額
平成△９年度で計上した販売費及び一般管理費（１ヶ月分）から人件費、減価償却費及び租税公課並びに全事業の共通経費とならない倉庫事業に係る経費（販売手数料及び外注費）月額を控除した額に信書便事業収入比率を乗じて算出した。
	科　目
	経費（1ヶ月分）

	販売費及び一般管理費
	５，５００，０００円

	人件費
	▲１，６００，０００円

	減価償却費
	▲１，２００，０００円

	租税公課
	▲３００，０００円

	倉庫事業のみに係る経費
	▲１，０００，０００円

	合　　　　　　計
	１，４００，０００円

	再掲（地代家賃）
	（２５０，０００円）

	再掲（賃借料）
	（１００，０００円）


　販売費及び一般管理費月額（信書便事業分）

＝１，４００，０００円／月×５．０％＝７０，０００円／月
３　信書便事業に係る経費の算出

　　前記１及び２で算出した信書便事業に係る販売費及び一般管理費月額の合計額に６ヶ月を乗じて算出。

　　（１９６，５５９円／月＋７０，０００円／月）×６ヶ月

　　　＝１，５９９，３５４円
信書便事業支出（減価償却費）＝３８５千円
減価償却費は、車両に係る減価償却費と車両以外の減価償却費の別に減価償却費月額を算出して、その６ヶ月分を計上した。

１　車両に係る減価償却費月額
　信書便事業で使用する車両３台の減価償却費月額に信書便物取扱比率を乗じて算出。
	償却資産
	取得価格
	償却期間
	減価償却額

（月額）

	車両（償却済み）
	９５０，０００円
	４
	０

	車両（未償却）
	９５０，０００円
	４
	１７，８１３円

	車両（未償却）
	９５０，０００円
	４
	１７，８１３円

	合　　　　　　計
	
	３５，６２６円


　車両に係る減価償却費月額
＝３５，６２６円／月×１６．９％＝６，０２１円／月
２　前記１以外の減価償却費月額
　　減価償却見込額月額から信書便事業で使用する車両に係る減価償却額月額を減じた額に信書便事業収入比率を乗じて算出。

（１，２００，０００円／月－３５，６２６円／月）×５．０％
＝５８，２１９円／月
３　信書便事業に係る減価償却費の算出

　　前記１及び２で算出した信書便事業に係る減価償却費月額の合計額に６ヶ月を乗じて算出。

　　（６，０２１円／月＋５８，２１９円／月）×６ヶ月

　　　＝３８５，４４０円
信書便事業支出（租税公課）＝１２１千円
租税公課は、車両に係る租税公課と車両以外の租税公課の別に月額の租税公課を算出して、その６ヶ月分に登録免許税を加えた額を計上した。

１　車両に係る租税公課月額
　信書便事業で使用する車両３台の租税公課月額に信書便物取扱比率を乗じて算出。

	税金の種類
	税額（月額）①
	台数②
	①×②

	自動車取得税
	０円
	０
	０円

	自動車重量税
	２４０円
	３
	７２０円

	自動車税
	２５０円
	３
	７５０円

	合　　　　　　計
	
	１，４７０円


　

車両に係る租税公課月額
＝１，４７０円／月×１６．９％＝２４８円／月
２　前記１以外の租税公課月額
　　租税公課月額から信書便事業で使用する車両に係る租税公課月額を控除した額に信書便事業収入比率を乗じて算出。

（３００，０００円／月－１，４７０円／月）×５．０％
＝１４，９２７円／月
３　登録免許税　３０，０００円
４　信書便事業に係る租税公課の算出

　　前記１及び２で算出した信書便事業に係る租税公課月額の合計額に６ヶ月を乗じた額に登録免許税を加えた額とする。

　　租税公課＝（２４８円／月＋１４，９２７円／月）×６ヶ月
＋３０，０００円＝１２１，０５０円
　　　　　　貨物運送事業支出等
貨物運送事業支出＝４６，２６１千円
貨物運送事業支出は、運送原価と販売費及び一般管理費の別に経費月額を算出して、その６ヶ月分を計上した。
１　運送原価月額
　　運送原価は貨物運送事業と信書便事業に係る経費であるため、平成△９年度の運送原価月額から信書便事業で見込んだ運送原価月額を控除して算出。
	科　目
	金額（月額）

	運送原価
	５，０００，０００円

	信書便事業
	作業部門人件費
	▲２２７，２０４円

	
	運送原価
	▲１９６，５５９円

	
	車両に係る減価償却費
	▲６，０２１円

	
	車両に係る租税公課
	▲２４８円

	合　　　　　　計
	４，５６９，９６８円


運送原価月額＝４，５６９，９６８円／月
２　販売費及び一般管理費月額
　　販売費及び一般管理費は、平成△９年度の販売費及び一般管理費月額から信書便事業に計上する販売費及び一般管理費月額並びに倉庫事業のみに係る経費月額を控除した額に貨物運送事業収入と倉庫事業収入の合計額に対する貨物運送事業収入の割合を乗じて算出。
貨物運送事業収入比率＝58,772,563円÷（58,772,563円＋21,848,237円）

　　　　　　　　　　　＝72.9％
	科　目
	金額（月額）

	販売費及び一般管理費
	５，５００，０００円

	信書便事業
	事務部門人件費
	▲４９，４１５円

	
	販売費及び一般管理費
	▲４４，０００円

	
	車両以外の減価償却費
	▲５８，２１９円

	
	車両以外の租税公課
	▲１４，９２７円

	（何b）事業のみに係る経費
	▲１，０００，０００円

	合　　　　　　計
	４，３３３，４３９円


　
販売費及び一般管理費月額＝４，３０７，４３９円／月×７２．９％

＝３，１４０，１２３円／月
３　貨物運送事業支出の算出

　　前記１及び２で算出した運送原価と販売費及び一般管理費の合計額に６ヶ月を乗じて算出。

　　（４，５６９，９６８円／月＋３，１４０，１２３円／月）×６ヶ月

　　　＝４６，２６０，５４６円
倉庫事業支出＝１３，３６６千円
平成△９年度の運送原価並びに販売費及び一般管理費の６ヶ月分から信書便事業支出（登録免許税を除く。）並びに貨物運送事業支出の６ヶ月分を控除して算出した。
	科　目
	金額（６ヶ月分）

	運送原価
	３０，０００，０００円

	販売費及び一般管理費
	３３，０００，０００円

	信書便事業支出（登録免許税を除く。）
	▲３，３７３，５５８円

	貨物運送事業支出
	▲４６，２６０，５４６円

	合　　　　　　計
	１３，３６５、８９６円


支払利息＝６００千円
平成△９年度の支払利息と同額を見込み、その６ヶ月分を計上した。

その他支出＝７００千円
平成△９年度の営業外費用（売上割引、雑損）と同額を見込み、その６ヶ月分を計上した。
法人税及び住民税（法人事業税を含む。）＝８，２９８千円
　初年度の収入見込額から初年度の支出見込額を控除した額を税引き前利益を所得金額とみなして、その額に実効税率４０．８７％を乗じて算出した。

実効税率＝{30%＋（30%×17.3%）＋9.6%}÷（1＋9.6%）=40.87%

　　　(30%=法人税率、17.3%=住民税率（県民税5%、市民税12.3%）、9.6%=法人事業税率)

	科　目
	金　　額

	収入合計
	８４，９９４千円

	信書便事業支出
	▲３，７６５千円

	貨物運送事業支出
	▲４６，２６１千円

	倉庫事業支出
	▲１３，３６６千円

	支払利息
	▲６００千円

	その他支出
	▲７００千円

	税引き前利益
	２０，３０２千円


法人税及び住民税＝２０，３０２千円×４０．８７％

　　　　　　　　＝８，２９７千円

事業収支見積書(翌事業年度)
	項　　目
	平成×１年４月1日
～平成×２年３月３１日
	備　　考

	収
入
	信書便事業収入
貨物自動車運送事業収入
倉庫事業収入
その他収入
合　　計
	８，４８６千円
１１７，５４５千円

４３，６９６千円

２６０千円

１６９，９８７千円
	各項目の算出根拠は別紙のとおり


	支
出
	信書便事業支出
　人件費
　経費

　業務委託費

　減価償却費

　その他
　租税公課
貨物自動車運送事業支出
倉庫事業支出
支払利息
その他支出
法人税及び事業税　　　　　　　　　
　合　　計
	７，３２５千円　　　　　　　
３，３１９千円　　
３，１９９千円

０千円

６２５千円
０千円

１８２千円

９２，５２１千円
２６，７３２千円
１，２００千円

１，４００千円
１６，６７９千円

１４５，８５７千円
	

	差　引　利　益
	２４，１３０千円　　
	


別紙

収支算出根拠（翌事業年度）

　　　　　　収　入

信書便事業収入＝８，４８６千円
　初年度に見込んだ信書便事業収入月額７０７，２００円／月に１２ヶ月を乗じた額を計上した。
　７０７，２００円／月×１２ヶ月＝８，４８６，４００円
貨物自動車運送事業収入＝１１７，５４５千円
　平成△９年度と同額と見込み、１１７，５４５，１２６円を計上した。
倉庫事業収入＝４３．６９６千円
　平成△９年度と同額と見込み、４３．６９６，４７４円を計上した。
その他収入＝２６０千円
　平成△９年度の営業外収益（受取利息、受取配当金）と同額と見込み、２６０，０００円を計上した。
　　　　　　信書便事業支出

信書便事業支出（人件費）＝３，３１９千円
初年度に見込んだ信書便事業支出（人件費）月額２７６，６１９円／月に１２ヶ月を乗じた額を計上した。
　２７６，６１９円／月×１２ヶ月＝３，３１９，４２８円
信書便事業支出（経費）＝３，１９９千円
初年度に見込んだ信書便事業支出（経費）月額２６６，５５９円／月に１２ヶ月を乗じた額を計上した。

　２６６，５５９円／月×１２ヶ月＝３，１９８，７０８円
信書便事業支出（減価償却費）＝６２５千円
減価償却費は、車両に係る減価償却費と車両以外の減価償却費の別に減価償却費月額を算出して、その１２ヶ月分を計上した。

１　車両に係る減価償却費月額
　信書便事業で使用する車両３台の減価償却費月額に信書便物取扱比率を乗じて算出。

	償却資産
	取得価格
	償却期間
	減価償却額

（月額）

	車両（償却済み）
	９５０，０００円
	４
	０

	車両（償却済み）
	９５０，０００円
	４
	０円

	車両（未償却）
	９５０，０００円
	４
	１７，８１３円

	合　　　　　　計
	
	１７，８１３円


　車両に係る減価償却費月額

＝１７，８１３円／月×１６．９％＝３，０１０円／月
２　車両以外の減価償却費月額
　　減価償却見込額月額から信書便事業で使用する車両に係る減価償却額月額を減じた額に信書便事業収入比率を乗じて算出。

（１，０００，０００円／月－１７，８１３円／月）×５．０％
＝４９，１０９円／月
３　信書便事業に係る減価償却費の算出

　　前記１及び２で算出した信書便事業に係る減価償却費月額の合計額に１２ヶ月を乗じて算出。

　　（３，０１０円／月＋４９，１０９円／月）×１２ヶ月

　　　＝６２５，４２８円
信書便事業支出（租税公課）＝１８２千円
初年度に見込んだ信書便事業支出（租税公課）月額１５，０７７円／月に１２ヶ月を乗じた額を計上した。

　１５，１７５円／月×１２ヶ月＝１８２，１００円
　　　　　　貨物運送事業支出等
貨物運送事業支出＝９２，５２１千円
初年度に見込んだ貨物運送事業支出月額７，７１０，０９１円／月に１２ヶ月を乗じた額を計上した。

　７，７１０，０９１円／月×１２ヶ月＝９２，５２１，０９２円
倉庫事業支出＝２６，７３２千円
初年度に見込んだ倉庫事業支出（６ヶ月分）１３，３６５，８９６円を基に１年分を計上した。

　１３，３６５，８９６円×２＝２６，７３１，７９２円
支払利息＝１，２００千円
平成△９年度の支払利息と同額を見込み、その１，２００，０００円を計上した。

その他支出＝１，４００千円
平成△９年度の営業外費用（売上割引、雑損）と同額を見込み、１，４００，０００円を計上した。

法人税及び住民税（法人事業税を含む。）＝９，３３３千円
　当年度の収入見込額から当年度の支出見込額を控除した額を税引き前利益と見込み、その額に実効税率４０．８７％を乗じて算出した。

	科　目
	金　　額

	収入合計
	１６９，９８７千円

	信書便事業支出
	▲７，３２５千円

	貨物運送事業支出
	▲９２，５２１千円

	倉庫事業支出
	▲２６，７３２千円

	支払利息
	▲１，２００千円

	その他支出
	▲１，４００千円

	税引き前利益
	４０，８０９千円


法人税及び住民税＝４０，８０９千円×４０．８７％

　　　　　　　　＝１６，６７９千円
記載例





記載例








